
   地方自治法第98条第２項の規定に基づく監査請求について 

の動議 

 

地方自治法第98条第２項の規定に基づき、次の事項についての監査を

求め、その結果の報告を請求したい。 

よって、これを動議として提出する。 
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記 

 

１ 監査を求める事項 

  鎌倉市職員団体のための職員の行為の制限の特例に関する条例に基づいて、

職務専念義務の免除に係る事務について 

 

２ 監査結果の報告期限 

  平成27年９月１日 

 

３ 監査の方法 

  総務省が、平成18年１月24日に発出した「総行公第９号・総財公第８号 職

員団体及び労働組合の活動に係る職務専念義務の免除等について（通知）」（以

下、通知）においては、地方公務員法第55条の２第６項の規定により定めた

条例はあくまで地方公務員法に基づく職員団体のための活動に係るものであ

り、労働組合のための活動には適用されないことに留意されたい。と示され

ている。しかしながら、鎌倉市においては総務省に対しての回答では、鎌倉

市職員団体のための職員の行為の制限の特例に関する条例（以下、ながら条

例）を準用して、単純労務職についても職務専念義務の免除を決定していた

としており、現在も同様の手続をとっている。しかしながら、通知に示され

ている通り、単純労務職で組織する鎌倉市職員労働組合現業職員評議会は、

労働組合法の適応を受ける労働組合であり、当該労働組合との交渉は地方公

務員法に基づく交渉ではない。この交渉時において、ながら条例に基づいて

職員に給与を支払っていたことについては、本６月定例会平成27年６月17日

の一般質問の答弁において、鎌倉市長も、違法の可能性があると認めたとこ

ろである。通知を平成18年に認識していながら、現在にわたって是正措置を

とらずに違法の疑いのある手続を行い、給与を支払っていたことについて、

違法性、不当性の有無等の監査委員としての見解を明らかにされたい。 

 また、地方公務員法逐条解説では、そもそも地方公務員法に基づく職員団

体と労働組合法に基づく労働組合の混合した交渉は、地方公務員法にも労働

組合法にも該当しない交渉であると示されており、本解説については、当市

総務部長も否定する立場にないとの見解を平成27年６月16日の一般質問の答

弁で明らかにしている。よって、鎌倉市と鎌倉市職員労働組合並びに鎌倉市

職員組合現業職員評議会混合によるいわゆる交渉は、地方公務員法に該当す

る交渉ではなく、この交渉について、地方公務員法を根拠に制定されたなが



ら条例を適応し、職務専念義務を免除し、給与を支払っていたことについて

も疑義があるところである。よって、あわせて監査委員としての見解を明ら

かにされたい。 

以上について、監査委員は必要な措置をとられたい。 

 


